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研究成果の概要（和文）：　本研究では女性労働力の活用をテーマとし、欧州3カ国での約30名の労働者に対す
るインタビュー調査およびウェブ調査データを用いた離職意向を探る分析を行った。欧州では様々な法律の施行
と併せて個人の工夫により、ワークライフバランスを追求している。また、女性労働者の離職意向については、
仕事の成果や内容を反映する自社でのキャリア展望の影響より、前向き志向という性格的要因の影響が大きい。
女性はいわゆる「ガラスの天井」効果を感じている、あるいは男性よりワークライフバランスに配慮する傾向が
強いなどの理由が考えられ、今後は、そうした要因を分析枠組みの中に取り込んでいくことが必要であると考え
る。

研究成果の概要（英文）：　The theme of our study is the effective utilization of the female labor 
force. We interviewed about 30 workers in three European countries and found that work-life balance 
is pursued by individual effort in addition to the enforcement of various laws. We also conduct 
analysis to search for intention to quit the job using data from web surveys. With regard to female 
workers’ intention to leave the job, the influence of personality factors such as positive attitude
 is greater than the influence of their own career prospects that reflect work results and content. 
Women may feel the so-called “glass ceiling” effect, or they may be more inclined to consider 
work-life balance than men. It may be necessary to incorporate such factors into the analytical 
framework in the future. 

研究分野： 国際経営、在日外資系企業の経営、国際人的資源管理

キーワード： 女性労働者　キャリア展望　離職意向　スキル特性　前向き志向　組織コミットメント　他の日本企業
　他の外資系企業

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　深刻な労働力不足が進行する中、女性労働力の活用は喫緊の課題である。労働政策立案に際して参考とされる
欧州の労働者の実情を知ることは、今後の働き方に多大な影響をもたらすであろう。また、労働者および企業の
視点から離職意向の形成過程を理解することは、個人のみならずマクロの労働市場の効率的かつ円滑な流動化に
不可欠な要素であると確信する。経済活性化に資すると同時に、個人の生活の質を高めるような離職・転職を促
していくことが、これからの日本社会において極めて重要であると考える。



 1 

1 研究開始当初の背景 
当時、深刻な労働力不足が予想される中、女性労働力の活用が緊急な課題であった。日本企業

と比べ先進的な欧米系多国籍企業での実践を明らかにし、日本企業での適用可能性を探ること
が求められていた。しかしながら、同時に欧米諸国との歴史・文化的差異、人々の価値観や人生
観の違い、企業の人的資源管理の手法の相違など、様々な要因を総合的に検討することが不可欠
であった。そのような中で、本研究は従業員の離職意向の形成過程を中心に据え、質量の両面か
ら女性労働力の活用に関する分析を目指した。 
 
2 研究の目的 

本研究は、日本市場における女性労働力の活用を促すための知見を得ることを目的とするが、
以下の 2 つのアプローチをとる。 
 
(1) 欧米系多国籍企業における女性労働力活用の実践的試みと、日本での適用可能性を探ること。 
 
(2) 量的データを用いて、様々な属性の労働者について離職意向の形成過程を明らかにし、そこ

から経営的知見を導出すること。 
 
3 研究の方法 
 
(1) インタビュー調査により、第一の目的を遂行する。本研究では、欧州（ドイツ、フィンラン

ド、フランス）の多国籍企業、日本企業の在欧子会社、政府機関等で働くヨーロッパ人およ
び日本人へのインタビュー調査により、企業の人事政策や従業員の働き方に関する資料を
蒐集、分析する。 

 
(2) ウェブ調査により入手した量的データを用いて、様々な属性の労働者について離職意向の形

成過程を明らかにし、そこから経営的知見を導出する。説明変数としては、社内外における
キャリア展望、スキル特性、前向き志向、組織コミットメント、などの説明変数を用いる。
重回帰分析により決定要因の性別比較を行う。また多母集団同時分析を行い、離職意向形
成過程に関する性別比較、日本企業と在日外資系企業の従業員の間での比較、および年代
別比較を行った。 

 
4 研究成果 
(1) 欧州企業における働き方の実態調査の成果 

欧州企業 5 社、在欧日系企業 3 社、研究者等、現地の方、駐在あるいは現地採用の日本人を含
め、約 30 名の方々とインタビューやグループ討論を行った。欧米諸国では卒業時の一括採用の
慣習はなく、女性よりも若年層の失業が大きな社会問題となっている。実務経験・即戦力をもた



 2 

ない新卒者の就職は大変困難であり、政府や企業は新卒者対象の研修制度や職業訓練制度に力
を入れている。女性労働の活用に関しては、育児休業のあと離職前と同等の職に復職することの
保証や、働きながら職業訓練や学位取得を目指す従業員を支援する制度が権利として充実して
いる。フランスでは、2014 年 10 月 1 日から最長 3 年間の育児休業手当の満額受給の条件とし
て、父親が最低 6 ヶ月間育児休業を取得することが義務付けられた。また、失業対策として、近
年、フィンランドやフランスでは、起業を支援する制度が創設された。そのため、今回のインタ
ビューでも複数の女性マネジャーが、夫が起業し、育児をかなり担っていると回答した。 
 
(2) 離職意向の決定要因および形成過程の分析結果 

離職意向の決定要因を探るための重回帰分析を、男女別々に行った。企業内外でのキャリア展
望、スキルの企業特殊性、企業の効率性、前向き志向、離職に伴う不安、上昇志向を説明変数と
したが、男性ではすべての変数が予測どおりの有意な関係が見出されたのに対し、女性では、企
業の効率性および前向き志向のみが有意であった。とりわけ、女性にとっては前向き志向の程度
が大きく離職意向に影響し、男性のようにキャリア展望や離職に伴う不安、上昇志向といった変
数が影響しないことがわかった。女性にとっては、職業的なキャリアを開花させること以外にも
関心事があることが示唆される。 

次に、離職意向の形成過程であるが、図表 1 の概念枠組みに従って構築した図表 2 に示す仮
説モデルを用いて、多母集団同時分析を行った。欧米企業との比較という視点から、一つは日本
企業と外資系企業の従業員の間で離職意向形成過程の比較を行った。さらに、欧州では女性労働
より若年労働が大きな社会問題となっていることから、日本においても目前に迫る課題として
年齢別労働者の離職意向について比較した。本報告では日本企業と外資系企業の比較結果に即
して、女性の働き方に関する示唆を読み取る。 

日本企業と外資系企業
の従業員の離職意向の形
成過程の比較では、仮説通
り、両者とも技能の企業特
殊性が高まるほど離職意
向を有意に低く見積もる。
また、前向き志向が高いほ
ど、離職志向は有意に高ま
る傾向が示された。ただ
し、企業特殊的技能につい
ては、予想に反する結果も
得られた。日本企業ではも
ともと高いことが当然視
されているためか、それ自
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体の高まりが自社における
自らのキャリア展望を高く
見積もることにはつながら
ない。それに対し、外資系企
業では本来、より高い専門
性が求められる中で、企業
特殊的な技能が高まること
は、自らの自社でのキャリ
ア展望を高く見積もること
につながっている。この結
果から、企業特殊的技能は
日本企業に特徴的である
という従来の概念はあて
はまらず、むしろ外資系企
業であってもその高まり
は労働者にとって貴重な
資産となりうると言えよ
う。女性労働者において
も、技能を企業特殊的と企
業横断的（専門性）と二者
択一的にとらえるのでは
なく、積極的に両方の技能
を高めることで、自社にお
ける自らのキャリア展望
を向上させることが可能
となるであろう。 

重回帰分析による性別
比較においても、多母集団
同時分析による日本企業と外資系企業の比較においても、離職意向に対して最も強い正の影響
を与える因子は前向き志向(positive)であった。仕事の成果や内容を反映する自社でのキャリア
展望より、性格的要因の影響が大きいことは注目に値する。また重回帰分析では、男性で有意で
あった他の因子、例えば上昇志向や社内外でのキャリア展望などが女性では有意ではなかった。
可能性としては、女性はいわゆる「ガラスの天井」効果を感じている、あるいは男性よりワーク
ライフバランスに配慮する傾向が強いなどの理由が考えられる。今後の課題としては、そうした
要因を分析枠組みの中に取り込んでいくことが必要であると考える。 
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